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利府松島商工会　行　　ＦＡＸ：022-354-4054
	事業所
	
	T E L
	※日中連絡が取れる番号を記載願います

	参加者名
	※複数名のお申し込みも可能です


※ご記入いただいた情報は、当所からの各種連絡・情報提供のために利用するほか、セミナー参加者の実態調査・分析のために利用することがあります。
【制度改正等の課題解決環境整備事業】
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孚(まこと)事務所 株式会社　代表取締役


社会保険労務士


<プロフィール>


　大学卒業後、２０代後半まで呉服流通チェーン、中小法人向けノンバンクに勤務。在職時に職場で体験した労使トラブルをきっかけに労働法と人材育成の在り方に関心を持ち、２０００年に社労士資格を取得する。２００４年独立起業。社員数５名のリフォーム会社から、１００名の外資系医療機器メーカーまで１５業態以上の労務管理指導を経験する。現在は社労士の知見に東洋哲学の視点を取り入れた人材・組織開発を得意とし、中小企業のリーダー・後継人材の育成、労務問題の解決支援に注力している。コンプライアンス・労務管理関連のテーマを中心に、商工会議所や法人会など各種団体での講演・セミナー講師も務めている。








１．建設業界が抱える構造的問題


　・生産年齢人口の減少がもたらすもの


・高齢建設就業者の大量退職


・若年就業者を増やすために克服すべき課題


２．働き方改革の波と建設業への影響


・働き方改革の最新動向


・建設業働き方改革加速化プログラムとは


・労働施策総合推進法に見る国の考え方


３．建設業の２０２４年問題


・残業上限規制の一般則について


・猶予措置終了後に考えられる事態


・問題解決のために建設業が押さえるべき視点


４．２０２４年問題対策としての時短の方法


５．建設業の改革事例








２０２３年８月２ 日 （水)


　　　１8：００～１9：3０


　　　　　　　　





利府松島商工会　利府事務所


(利府町中央二丁目8-3)





無料　





まだ申込できます！





３０名（先着順）　　





★ お申し込み方法


下記申込欄に必要事項をご記入いただき、


ＦＡＸにてお申込みください。


◆お問い合わせ　TEL：022-354-3422（担当：木舟）








利府松島商工会


宮城県商工会連合会





〆切７月２８日（金）





申込日(2023年　　　　月　　　　日)








